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The influence of distribution bars on fatigue in concrete decks subjected to cyclic 

traffic loading has not sufficiently been identified. As an approach, the results of 

truck wheel running tests using three concrete decks with the different volume of 

the distribution bars were compared. The small volume of the distribution bars 

induced a membrane action in longitudinal axis. In the results, the distribution 

bars significantly influenced the cycle to the final failure indicating perforation. 

Additionally, the distribution bars to some extent influenced the cycle to the 

formation of arch action, which yields the severe stress condition capable of the 

fatigue failure of the concrete in compression zone.  
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1.  はじめに 

 

1960 年代(昭和 40 年前後)，道路橋鉄筋コンクリート

(RC)床版の早期劣化が頻繁に見られたことから，床版の

実態調査が実施され，主たる損傷は，大型車の繰返し載

荷による損傷であり，ひび割れの発生・進展，最終的に

は路面の抜け落ちに至る，という過程をたどることが報

告された 1)．また，その調査の結果から，配力鉄筋量や

床版厚が疲労耐久性に及ぼす影響が大きいと考え，RC

床版の設計基準が徐々に見直された．1980 年代に，輪荷

重走行試験による RC 床版の疲労耐久性の評価試験法が

確立され 2), 3)，1972 年(昭和 47 年)及び 1996 年(平成 8 年)

の基準改定において，RC 床版の疲労耐久性が徐々に改

善されたことが同試験法によって確認された 4)． 

RC 床版の疲労損傷過程については，輪荷重走行試験

を確立した松井によって多くの点が解明された 2)．また，

RC 床版の S-N 線としてP/Po-Nfの関係が提案され，配力

鉄筋量の影響が包含される静的押し抜きせん断耐力の評

価式(Po)を用いて表された(P:輪荷重，Nf:抜け落ち破壊ま

での繰返し数) 2)．その後提案された，輪荷重走行試験下

のRC 床版がはり状化することを考慮した評価式(Psx，後

述) 3)では，配力鉄筋の有効高さが考慮されているが，適

用範囲を配力鉄筋比 25%以上に制限した上で，配力鉄筋

量の影響は直接に評価されていない． 

著者らは，多点動的計測を伴うRC 床版の輪荷重走行 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 版からアーチ機構への移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) アーチ機構とコンクリートの圧縮疲労 

図－1 輪荷重走行試験におけるRC床版供試体の 

アーチ機構形成と圧縮域のコンクリートの疲労
5), 6) 

繰返し数に伴い引
張主鉄筋の軸力が
均等化した． 

繰返し初期の段階
では，曲げ挙動を示
していた． 

アーチ機構
への移行 
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C
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①比較的早期にアーチ機構形成

アーチ機構が形成されなければ，圧縮
疲労が生じるひずみレベルに至らない．

②圧縮疲労の進行

圧縮ひずみが高くなり，
コンクリートの圧縮疲労
が進行する．

M：モーメント
jd：アーム長

注) 左写真は供試体N
の抜け落ち箇所．
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試験を行い，主鉄筋方向に関して，疲労損傷過程におけ

るRC 床版の内力の変化を検討した 5), 6)．その結果(図－

1)，a) 繰返し移動載荷により比較的早期に床版コンクリ

ート内部にせん断ひび割れ(走行方向に直交する断面で

見たときの斜めひび割れ)が発生して，下段の主鉄筋のひ

ずみ分布が，繰返し数の増加とともに，版としての分布

から支間方向に均等なアーチのタイ状の分布に変化する

こと(図(a)，(b)の①，後で図－9 に示す)，すなわちアー

チ機構に大きく依存する耐荷機構に移行すること(以下，

単にアーチ機構という)，かつ走行範囲にわたって主鉄筋

方向にアーチ機構が形成されること，b) アーチ機構形成

までの輪荷重走行載荷の繰返し数Nsは，主鉄筋ひずみか

ら算定されるみかけの中立軸が低下し始める回数と概ね

一致すること，c) RC 床版内にアーチ機構が形成された

後，圧縮部材を構成するコンクリートに，圧縮疲労によ

る弾性係数の低下が生じること(図(b)の②)を報告した． 

RC 床版の疲労損傷の過程において，配力鉄筋の役割

は必ずしも明確でない．前述のとおり，既設 RC 床版の

早期劣化事例では配力鉄筋量の不足が一つの要因と考え

られたことから，抜け落ちまでの繰返し数Nfには配力鉄

筋量が何らかの影響を及ぼすものと推察される．一方，

アーチ機構の形成は，コンクリート内部のひび割れ進展

に関連することから，アーチ機構形成までの繰返し数Ns

への配力鉄筋の影響は顕著でないものと推察される．こ

れらの点について検討するため，上述の供試体と配力鉄

筋量の異なる供試体 2 体について，同様の輪荷重走行試

験を実施した．本文では，それらの試験結果を報告する

とともに，疲労損傷過程における配力鉄筋の挙動と疲労

耐久性に及ぼす配力鉄筋量の影響について述べる． 

 

2.  試験方法 

 

図－2，表－1 に供試体の形状寸法と主な諸元を示す．

供試体N 5), 6)は，昭和 39 年の道路橋示方書を適用した床

版に概ね相当する供試体(以下，39 床版)である．供試体

N2，N0 は供試体N とほとんど同一であるが，配力鉄筋

の断面積をそれぞれ 2 倍，0.25 倍とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 供試体の形状寸法 

コンクリートの練り混ぜはプラントでの実機練りと

した．表－2 に，コンクリートの配合と打設記録を示す．

養生シートで約 10 日間養生した後，気中に放置した． 

 

表－1 床版供試体の主な諸元 

供試体

主鉄筋 配力鉄筋 
床版
厚 

(mm)
呼び
径

間隔
(mm)

上縁か
らの距
離* 

(mm)

呼び 
径 

間隔 
(mm) 

配力
鉄筋
比 
(%)

N
上段 D16 300 35 D10 300 

32 192 
下段 D16 150 164 D13 300 

N2
上段 D16 300 30 D10 150 

64 190 
下段 D16 150 164 D13 150 

N0
上段 D16 300 36 D6 300 

8 194 
下段 D16 150 164 D6 300 

*) 床版上縁から鉄筋中心までの距離，解体後実測値を示す． 

表－2 コンクリートの配合及び打設記録 

供試体
W/C Air s/a 単位量 (kg/m3) SL

(%) (%) (%) W C S G AE (cm)

N 73.5 3.4 49.1 188 256 609 942 2.56 20.5

N2 66.0 5.0 48.1 182 276 852 961 2.76 18.0

N0 66.0 5.0 48.1 182 276 852 961 2.76 20.5

セメント：普通ポルトランドセメント，AE：AE 減水剤(遅延形

78S)，最大粗骨材寸法Gmax = 20mm，目標圧縮強度：25 N/mm2 

注) 埋め込みゲージの設置に配慮してスランプを大きくした． 

表－3 コンクリートの圧縮及び割裂引張強度試験結果 

供試体 圧縮強度
(N/mm2)

弾性係数 
(kN/mm2) 

ポアソ
ン比 

割裂引
張強度

(N/mm2)

材齢 
(日) 

N 26.8 26.5 0.215 2.2 64
N2 27.0 25.2 0.209 2.0 28
N0 29.8 27.6 0.217 2.3 39

注) 輪荷重走行試験直前，3 本の平均値 

表－4 鉄筋の引張試験結果 

供試体 鉄筋 
降伏点 

(N/mm2) 
引張強さ 
(N/mm2) 

弾性係数
(kN/mm2)

N 
D10 338 477 189
D13 350 504 192
D16 390 593 196

N2 
D10 359 516 194
D13 338 482 192
D16 342 514 194

N0 
D6 345 561 205
D16 349 525 194

材質はSD295A，いずれも 3本の平均値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－1 走行試験中における供試体N0の下面の状況 

左上は走行試験中に剥落したコンクリート片 
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表－3 にコンクリートの圧縮強度試験及び割裂引張強度

試験の結果を示す．表－4 に鉄筋の引張試験結果を示す． 

床版供試体の支持は 2 辺(長辺)を単純支持，他の 2 辺

を弾性支持とした．図－2 に示した網掛け部分に輪荷重

を走行載荷させた．走行荷重はいずれの供試体も 157kN

一定とした． 

主な計測項目は，鉛直変位，鉄筋及びコンクリートの

ひずみ，ひび割れ幅とした．ひび割れ幅は，上下面のひ

び割れを対象として，π 型変位計を用いて測定した．上

下面ともに，コンクリートのひび割れは，鉄筋位置に概

ね沿って出る傾向があることから，主鉄筋をまたぐよう

に π型変位計を配置した(基長 150mm，ただし供試体N2

は 100mm)．下面のひび割れ幅は走行範囲の直下で(写真

－1)，上面のひび割れ幅は走行方向中心線から 420mm離

れた位置でそれぞれ測定した(図－2)．計測はひずみと変

位の全点を対象として，所定の回数ごとに，床版支間中

央で静的載荷を行った際の静的計測(SS データ)と，その

直前 30 秒間の走行中における動的計測(20Hz，DT デー

タ)を行った． 

試験終了後，床版の破壊箇所を中心に走行方向及び走

行直角方向に切断して，内部のひび割れ状況の観察及び

版厚，鉄筋位置の計測を行った． 

 

3.  結果 

 

3.1  外観変状と内部のひび割れ 

表－5 に，各供試体の破壊までの繰返し数Nfと前述の

アーチ機構形成までの繰返し数Ns (図－8 に示す中立軸

のピーク時回数)を示す．図－3 に，供試体 N2，N 及び

N0 について，静的載荷における床版中央変位の変化を

示す．図中，載荷時の測定結果をピーク荷重時，除荷時

の測定結果を残留，それらの差を活荷重分として，それ

ぞれ示す．供試体N2，N，N0 はいずれも抜け落ちを伴

う破壊が生じた．配力鉄筋量が多い供試体の方が，破壊

までの繰返し数が多く，疲労耐久性が高い傾向が見られ

た．また，供試体 N0 の場合，写真－1 に示すように，

床版下面のひび割れに沿った角欠けの程度が大きく，走

行試験中に 40mm×80mm×20mm 程度の大きさのコンク

リート片の剥落が見られた(同写真左上，約 3 万回時に

確認)．供試体N2，N の試験では，このような大きなコ

ンクリート片の剥落は抜け落ち時以外に見られなかっ

た．なお，供試体N に比べて，供試体N2，N0 は，抜け

落ちが見られ始めてからも，床版中央変位が 14～15mm

程度となるまで載荷を繰り返した． 

図－4～6 に，供試体N2，N，N0 の床版上面ひび割れ

と抜け落ち箇所，抜け落ちた断面を含む 3 つの走行直角

方向断面のひび割れ図，及び走行位置直下断面のひび割

れ図(走行方向断面)をそれぞれ示す．床版上面のひび割

れに関して，供試体N2，N0 の方が供試体N に比べて多

いのは，前述の抜け落ち確認後の載荷の違いによる影響 

表－5 中立軸位置と走行繰返し数 

供
試
体

中立軸位置(上縁から
の距離，mm) 繰返し数(回) 

主鉄筋
xm

配力鉄筋
xd

抜け落ち破
壊までNf 

アーチ機構形
成までNs

N 55 34 360,000 
6,000

22,000
4,000

N2 54 44 1,130,000 
6,000
8,000

16,000

N0 52 18 40,800 
800

－
1,400

注) 中立軸位置は，いずれもコンクリートの引張を無視した場

合．Nsは，床版中心及び走行方向に前後±600mm の 3 断面で

測定した結果を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 供試体N2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 供試体N 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 供試体N0 

図－3 床版中央変位の変化 (SS データ) 

0 

5 

10 

15 

1.E+00 1.E+01 1.E+02 1.E+03 1.E+04 1.E+05 1.E+06

床
版
中
央
変
位

(m
m

)

繰返し数 (回)

残留

ピーク荷重時

活荷重分

供試体N0

1 10        102 103 104 105 106    

0

5

10

15

1.E+00 1.E+01 1.E+02 1.E+03 1.E+04 1.E+05 1.E+06

繰返し数 (回)

床
版
中
央

変
位

 (
m

m
)

残留

ピーク荷重時
活荷重分

供試体N2

     1　  　10        102        103       104       105       106     

0

5

10

15

1.E+00 1.E+01 1.E+02 1.E+03 1.E+04 1.E+05 1.E+06

繰返し数 (回)

床
版
中
央

変
位

 (
m

m
)

残留

ピーク荷重時

活荷重分

供試体N

     1　  　10        102        103       104       105       106     

- 163 -



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 試験後の床版上面のひび割れ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 走行直角方向の断面内のひび割れ図 

CL±600 の位置は図－2のとおり．下線は抜け落ちた断面． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 輪荷重走行位置直下の断面のひび割れ図 

CL-30mm の位置は図－2のとおり． 

 

 

 

 

 

 

(a) 床版上面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 床版下面 

図－7 π型変位計によるひび割れ幅 (走行方向，DT データ) 

 

が大きい．配力鉄筋量に関係なく，輪荷重走行位置直下

の中立軸付近に斜めひび割れが見られた(抜け落ちに伴

う破壊とは別)．抜け落ちの範囲は，抜け落ちを確認した

時の損傷の程度によっても異なるので(抜け落ちの兆候

が見られた後も載荷を続ければ抜け落ち範囲が広がる)，

単純比較はできない．配力鉄筋量を多くした供試体 N2

では，走行直角方向の抜け落ち幅が広く(図－5)，また，

抜け落ち箇所のコンクリートの走行直角方向貫通ひび

割れが相対的に少ない傾向が見られた(図－6)． 

図－7 に，各供試体の破壊直前における，床版下面の

走行直角方向ひび割れのひび割れ幅(動的波形の最大ピ

ーク値)を示す．参考として，同図(a)に床版上面の結果を

示す．供試体 N に比べて配力鉄筋量が少ない供試体 N0

は，床版下面のひび割れ幅が大きく，かつ，ひび割れ幅

が大きい走行直角方向ひび割れが多い傾向が見られる．

このことは，供試体 N0 のコンクリート片の剥落を容易

にした一因と考えられる．一方，配力鉄筋量が多い供試

体 N2 は，下面のひび割れ幅がいずれの箇所においても

小さい傾向にあった． 

 

3.2  主鉄筋のひずみと中立軸の変化 

図－8 に，各供試体について，上下の主鉄筋のひずみ

から算出したみかけの中立軸の変化を示す．表－5 中の

Nsは，便宜的にこの図におけるピーク値から求めた．抜

け落ち破壊が生じた断面は，いずれも上縁からの距離が

最も小さくなった断面であった．なお，供試体 N0 のう

ち，床版の中央の値は明確なピーク値が見られなかった．

図－5(c)に示したように，この断面(図中 CL)のひび割れ

は，他のひび割れ図とやや異なり，中央付近に斜めひび

割れが集中する傾向が見られた． 

図－9 に，各供試体について，床版中央下段主鉄筋の 

(a) 供試体 N2 (CL-30 mm)

(b) 供試体 N (CL-30 mm)

(c) 供試体 N0 (CL-30 mm)

上面抜け落ち範囲を示す

輪荷重幅 500 mm
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図－8 中立軸の変化 (主鉄筋，DT データ) 

 

ひずみ(鉄筋上下でひずみを計測した箇所はその平均値)

の分布を示す．コンクリートの引張強度を無視した二辺

単純支持床版の直交異方性版理論による計算結果を合

わせて示す．供試体N と同様に 5)，供試体N2，N0 とも

に，繰返し数の増加に伴い，ひずみ分布が版の曲げモー

メント分布に概ね応じた分布形状から，軸方向に変化の

ないタイドアーチのタイ状の分布形状に変化する傾向

が見られる．ただし，供試体 N2 は，破壊直前において

もひずみ分布が完全に水平に至らず，床版支間の中央付

近の狭い範囲で，ひずみが均等化する傾向が見られた． 

供試体 N2 の主鉄筋ひずみは，走行初期において，計

算値に比較的近い挙動を示したが，走行繰返しに伴い増

加した．これは，図－8 に示したように，繰返し数の増

加とともに，曲げひび割れが進展して，中立軸の位置が

上縁に近づくことと関係すると考えられる． 

配力鉄筋量が変化しても，下段主鉄筋のひずみ分布の

計算値には差が生じないが，測定結果では，配力鉄筋量

の減少に伴って，ひずみが増加する傾向が見られた．主

鉄筋が車両走行方向に直角の場合に，版理論による配力

鉄筋方向の曲げモーメントの計算値が主鉄筋方向の曲

げモーメントの 60～80%となるのに対して，39 床版は，

配力鉄筋比が 25%程度と相当に不足しており，曲げひび

割れ発生の後は主鉄筋の負担がさらに大きくなると考

えられている 1), 7)．上述のとおり，配力鉄筋比が 64%で 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 床版中央下段主鉄筋のひずみ分布 (DT データ) 

注) x：走行直角方向の距離 

 

ある供試体 N2 は，走行初期に計算値と概ね一致して，

版としての挙動が見られたのに対して，39 床版に相当す

る供試体 N(配力鉄筋比 32%)は，走行初期の段階より，

主鉄筋ひずみが計算値よりも大きく，配力鉄筋が少ない

ことの兆候が現れていたと考えられる．しかし，途中か

らアーチ機構に移行したため，主鉄筋のひずみの最大値

は大きく変化しなかったことがわかる． 

配力鉄筋比が 8%と著しく小さい供試体N0 では，走行

初期の主鉄筋ひずみ分布が計算値よりもなお顕著に乖

離していた．供試体N0 では，供試体N と異なり，タイ 
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図－10 上段配力鉄筋の遠方載荷時ひずみ分布 (DT データ) 

注) ×印で示す繰返し数は 0.9Nf以上 

 

状の分布形状に変化するに従って，床版中央のピークひ

ずみは繰返し数の増加とともに徐々に小さくなる傾向

が見られた． 

 

3.3  上段鉄筋のひずみ分布 

図－10 に，各供試体について，床版中心を通る上段配

力鉄筋の遠方載荷時ひずみ分布の変化を示す．ここでは，

走行中の測定結果のうち，輪荷重が図－10 のデータの計

測範囲から最も遠い位置(CL+1500mm)に載荷されてい

る状態での結果を遠方載荷時ひずみと呼ぶ．これらの供

試体では，上段配力鉄筋の位置は，計算上の中立軸位置

(表－5，いずれもコンクリートの引張を無視した場合)の

近くであり，健全時の計算ひずみは小さい傾向にある．

輪荷重を完全に除去したときの残留ひずみは，いずれの

供試体でも，抜け落ち前の繰返し数 0.9Nfの段階において

さえ，わずかであった(図－10(a)と同程度)．供試体 N2

では，遠方載荷時と完全に除荷した時とで，これらのひ

ずみ分布に顕著な差は見られなかった．配力鉄筋量が少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 上段主鉄筋の遠方載荷時ひずみ分布 (DT データ) 

注) 図－10と同じ時間におけるデータを示す． 

 

なくなるほど，遠方載荷時ひずみが大きくなる傾向が見

られ，供試体N0 では，遠方載荷時であっても 750μの引

張ひずみが発生していた．下段の配力鉄筋のひずみは，

繰返し数の増加とともに，ひずみゲージが測定不能とな

る箇所が多いため，ここでは割愛したが，大抵の場合に，

上段の配力鉄筋の遠方載荷時ひずみよりも下側の方が

引張側に大きかった．供試体N やN0 の場合，遠方載荷

時であっても，上下の配力鉄筋に引張ひずみが作用して

いた．輪荷重が床版中央に載荷されたときには，上下の

配力鉄筋にさらに大きい引張ひずみが作用しており，そ

の値が繰返し数の増加とともに増加して，版から膜の挙

動に近づく傾向が見られた． 

図－11 に，床版中心を通る上段主鉄筋の遠方載荷時ひ

ずみ分布を示す(それぞれ図－10 と同じ時間の値)．完全

に除荷したときの上段主鉄筋の残留ひずみは，これらの

図と概ね同程度であり，遠方載荷の影響はほとんど見ら

れなかった．上段主鉄筋の遠方載荷時ひずみ(残留ひずみ

も同様)は，配力鉄筋と異なり，配力鉄筋量が多いほど，
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繰返し数とともに圧縮側に大きくなる傾向が見られた． 
 

4.  配力鉄筋の影響 

 

図－12 に，供試体N2，N，N0 の結果から得られた配

力鉄筋量と繰返し数Ns，Nfとの関係を示す．横軸は，配

力鉄筋量を 39 床版である供試体 N に対する比で表す．

これまでの試験結果 5), 6)より，アーチ機構形成までの繰

返し数Nsは，コンクリート材料の持つせん断強度特性に

依存し，配力鉄筋の影響がほとんどないと想定していた．

供試体N2，Nは想定どおりNsの差が明確でなかったが，

配力鉄筋が少ない供試体N0のNsはそれらに比べて顕著

に低下した．供試体 N0 の上段配力鉄筋における遠方載

荷時ひずみの増加は，走行試験初期の段階から見られ，

配力鉄筋方向には早い段階から版よりも膜に近い挙動

を示していた．その結果，主鉄筋の負担が大きくなると

考えられ，この点から，少ない配力鉄筋量が繰返し数Ns

に影響した可能性があると考えられる．一方，抜け落ち

破壊までの繰返し数 Nfは，図－3 で示したとおり，配力

鉄筋の増加に伴い増加する傾向が見られた．この傾向は，

既設 RC 床版の実態に基づく，配力鉄筋量が少ないほど

疲労耐久性が低下する 1)という見方と一致する． 

図－13 に，RC 床版の抜け落ち発生を対象として，S-N

線の整理に用いられている指標P / Psxと，抜け落ちまで

の繰返し数Nfの関係を示す．この指標のうち，P は試験

時の走行荷重であり，Psxは次式で算出されるはり状化し

た後の静的押し抜きせん断耐力 である 3)． 

      Psx = 2B (τsmax･Xm＋σtmax･Cm)  (1) 

ここに，B：はり化幅 (= bb +2dd)，bb：載荷ブロックの走

行方向辺長(= 200 mm)，dd：配力鉄筋の有効高さ，

τsmax：コンクリートの最大せん断応力度 (= 0.252fc’－

0.00251fc’
2)，σtmax：コンクリートの最大引張応力度 

(=0.269fc’
2/3)，Xm：主鉄筋断面の中立軸計算値，Cm：

主鉄筋のかぶり厚さ，fc’：コンクリートの圧縮強度 

図中の 39 床版，47 床版は，既往の旧土木研究所におけ

る試験結果 5)を示す(47 床版は，昭和 47 年の道路橋示方

書を適用した床版に相当する供試体)．合わせて，39 床

版の結果に基づく回帰曲線を示す．これらの結果より，

供試体N を含む 39 床版や 47 床版の結果は，P / Psxとの 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図－12 配力鉄筋量と繰返し数Ns，Nfとの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13 P /Psx とNfの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－14 P /P'sx とNfの関係 

 

関係が明確であったが，配力鉄筋量が著しく少ない供試

体N0の結果は39床版の結果から乖離することがわかる．

図－12 のとおり，これらの 3 体の範囲では，抜け落ちま

での繰返し数 Nf が配力鉄筋量の影響を強く受けていた．

これを踏まえて，式(1)の B の代わりに，式(2)のとおり，

載荷幅の両端に配力鉄筋断面の中立軸計算値xdを加えた

Bd (= bb +2xd)を用いた結果を図－14 に示す． 

      P'sx = 2Bd (τsmax･Xm＋σtmax･Cm)  (2) 

これより，供試体N0 の結果が 39 床版の結果と合わせて

よく表せることがわかった． 

はり化幅Bは，既往の試験における貫通ひび割れ幅の

詳細な観察に基づくと記されている 3)．床版が抜け落ち

る段階では，既にアーチ機構の形成が走行方向の広範囲

にわたっており，単位幅当りのはりと見なせる状況に至

っていると考えられる．試験結果は限られるが，図－14

の結果より，抜け落ちに寄与する幅に，載荷ブロックの

大きさや貫通ひび割れの間隔だけでなく，配力鉄筋量の

影響も考慮した方が，抜け落ちまでの繰返し数Nfをより

適切に整理できる可能性があると考えられる．  

次に，アーチ機構形成までの繰返し数Nsについて，図

－15 にP /Psxとの関係を示す．供試体N2, N, N0 のNsは

表－5 に示した値を示す．合わせて，39 床版の結果 5)と

その回帰曲線を示す．繰返し数Nsについても，配力鉄筋

量が著しく少ない供試体N0の結果は39床版の結果に比

べて乖離した． 

アーチ機構の形成はコンクリート内部のひび割れ進

展に起因すると考えられることから，繰返し数Nsは，配

力鉄筋量の影響を受ける場合があるほか，コンクリート

材料のもつせん断強度特性に強く依存すると推察され 
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図－15 P /Psx とNsの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－16 P / (2Vc)とNsの関係 

 

る．これを踏まえて，P / (2Vc)という指標を用いて，繰返

し数 Nsとの関係を図－16 に示す．Vcは次のとおり定義

した． 

 Vc = τsmax ･Bd ･dm   (3) 

ここに，dm：主鉄筋の有効高さ 

走行方向に連続して発生するひび割れを想定している

が，配力鉄筋の影響を考慮するため，便宜的に前出のBd

の概念を導入した．この結果より，指標P / (2Vc)とNsの

関係は，P /Psxで整理した場合に比べて，配力鉄筋量によ

る影響が改善されることがわかった． 
 

5.  まとめ 

 

配力鉄筋量が 39 床版の 2 倍，1 倍，0.25 倍とそれぞれ

異なる 3 体の RC 床版供試体 N2，N，N0 の輪荷重走行

試験により，次の結果が得られた． 

1) 配力鉄筋量が多い供試体の方が，破壊までの繰返し

数が多く，疲労耐久性が高い傾向が見られた．このこ

とは，既設 RC 床版の実態調査に基づく，配力鉄筋量

が少ないと疲労耐久性が低い 1)とした見方と一致する． 

2) 上段配力鉄筋の遠方載荷時ひずみは，配力鉄筋量に

かかわらず抜け落ちに至るまでほとんど変化が見ら

れなかった完全除荷時の残留ひずみと異なり，配力鉄

筋量が少なくなるほど，繰返し数の増加とともに引張

側に大きくなる傾向が見られた．配力鉄筋量が少ない

場合，下段配力鉄筋の遠方載荷時引張ひずみが上段配

力鉄筋よりも大きいこと，及び輪荷重が測定位置近傍

に載荷された時にはなお大きい引張ひずみが作用す

る傾向があることも考慮すると，走行繰返し数の増加

とともに，配力鉄筋方向の挙動が版から膜の挙動に移

行する傾向があると考えられる． 

3) アーチ機構の形成は走行方向に直交する断面で見た

ときのコンクリートの斜めひび割れ進展に関係する

と考えられることから，アーチ機構形成までの繰返し

数 Ns に及ぼす配力鉄筋の影響は顕著でないと推察し

ていた．そのとおり，配力鉄筋量を 39 床版の 2 倍と

した供試体 N2 の場合，アーチ機構が形成されるまで

の繰返し数Nsは39床版の供試体Nとほとんど差が見

られなかった．しかし，配力鉄筋量を同 0.25 倍とした

供試体N0 の場合，繰返し数Nsが著しく低下した． 

4) 供試体 N0 の上段配力鉄筋における遠方載荷時ひず

みの増加は，走行試験初期の段階から見られ，配力鉄

筋方向には早い段階から版よりも膜に近い挙動を示

していた．その結果，主鉄筋の負担が大きくなると考

えられ，実際に，供試体 N0 の床版支間中央における

下段主鉄筋のひずみが走行初期の段階で他の供試体

より大きい傾向が見られた．この点から，少ない配力

鉄筋量がアーチ機構形成までの繰返し数 Ns に影響し

た可能性があると考えられる． 

5) 抜け落ちまでの繰返し数Nfに及ぼす配力鉄筋量の影

響は，はり状化した後の静的押し抜きせん断耐力 Psx 

の算定におけるはり化幅の代わりに，載荷幅の両端に

配力鉄筋断面(引張無視の RC 断面)の中立軸計算値 xd

を加えた幅を用いることで，より適切に評価できる可

能性がある． 

6) アーチ機構形成までの繰返し数Nsは，配力鉄筋量の

影響とコンクリート材料のせん断強度特性を考慮し

た式(3)を用いて，概ね評価できることを示した． 
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